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こども基本法は、これまでのこどもに関する法律を包含し、市町村に「こども
計画」策定を努力義務としているが、「古河市子ども・子育て会議条例」には
「こども基本法」に関する記載がない。

上記を鑑み、３月議会において、既存条例を廃止し、新たな会議体「こども未
来応援会議」設置条例案を議案として上程・議決がなされた。
・任期は、新たな会議体の発足から２年とする。
・委員の構成（選出区分）は古河市子ども・子育て会議条例を踏襲した区分に

加え、ボランティア団体はぴ育ママーズ様から委員を１名追加。

H25.6

R6.3

R6.5

H25.11

児童福祉法少年法 教育基本法
児童虐待
防止法

子ども・子育て
支援法

子ども・若者
育成支援推進法

こども基本法

会議発足

条例制定
古河市子ども・子育て会議条例
…「子ども・子育て支援法」に基づく会議体設置条例
＜審議内容＞
・幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援量の拡充や質の向上を推進
・市町村「子ども・子育て事業計画」の策定・進捗管理

R5.6 委員改選

会議発足

スライド

古河市こども未来応援会議について

条例制定

こども基本法（R5.4）施行

子ども・子育て支援法（H27.4.1）施行
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古河市こども計画の

策定について
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古河市こども計画の策定について
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市町村は、国大綱や県計画を勘案して、市町村こども計画を作成するよう努力義務が課せられています。古河市においても、
こども・若者の意見を反映するためのアンケートやワークショップ等を実施しながら、次期古河市子ども・子育て支援事業計
画を内包する古河市こども計画の策定作業を進めています。
また、計画策定にあたり、こどもの居場所づくりについても検討を行っています。現状分析やこども食堂等の既存の地域資

源の活用も踏まえながら、こどもの居場所づくり支援体制の構築可能性について検証を進めています。

古河市こども計画

令和5年12月22日、こども基本法に基づき、こども政策を総合的に推進するため、政府全体のこども施策の基本的な方針等
を定める「こども大綱」が閣議決定されました。こども大綱では、こども・若者が「権利の主体」であることを明示し、こど
も・若者の意見を聞きながら「こどもまんなか社会」を目指すこととしています。

こども大綱 （こども基本法 第9条）

古河市こども計画 策定作業
計
画

策
定

骨
子

作
成

アンケート

調査 集計・分析

会
議

会
議

会
議

素
案

作
成

会
議

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

■行程案

市
職
員
向
け

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

い
ず
れ
か
１
日

こ
ど
も
若
者

グ
ル
ー
プ

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー



アンケート調査の結果について
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6アンケート調査の概要

目的１

調査対象2

実施方法3

回答状況4

アンケート区分 対象人数 回答人数 回収率

小学５年生 1,118 992 88.7%

中学２年生 1,232 950 77.1%

高校２年生 970 501 51.6%

未就学児保護者 1,000 399 39.9%

小学生保護者 1,000 443 44.3%

• 【こども本人】回答フォームにアクセスするためのQRコードを記載した通知文を学校経由で配布し、オンラインで回収

• 【保護者】回答フォームにアクセスするためのQRコードを記載した通知文を郵送し、オンラインで回収

• 実施期間：令和６年２月16日～３月17日

• 【こども本人】市内の小学校、中学校、高等学校等に在籍する全ての小学５年生、中学２年生、高校２年生

• 【保護者】無作為抽出した市内の未就学児、小学生の保護者

• 「古河市こども計画」の策定にあたり、こども・若者自身の意見を聴取するとともに、保護者の子育てに関する生活実態や意見
等を把握する。

• 古河市が実施を計画しているこどもの居場所づくりの検討に活用する。
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ワークショップ等の実施について



ワークショップ等の実施について

こども・若者の意見を古河市こども計画に反映するため、グループインタビューを実施します。
◇対象 未就学児～小学３年生保護者及び小学４年生～２９歳までのこども・若者 計７０人
◇時期 令和６年７月頃
◇内容 対象を年代等で７つのグループに分け、各グループごとに２回ずつ計１４回のグループインタビュー

を実施する予定です。古河市のこどもを取り巻く環境、こうなってほしい古河市のこども政策の方向
性などについて、日頃感じていることをグループで自由にお話しいただき、皆様のご意見を頂きます。
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包括的な支援体制の構築を進める必要があることから、「こどもの権利」に関する勉強会を開催し、職員の
意識を啓発を行いました。
◇対象 こども施策関係課の職員、勉強会への参加を希望する職員
◇日程 令和6年5月24日（金）
◇内容 ・こどもの権利に関するこれまでの経緯と最新動向

・「こども計画」策定のポイント
◇講師 ㈱日本総合研究所 村上 芽氏、亀山 典子氏

当勉強会のほか、８月頃に古河市職員を対象としたワークショップを引き続き実施する予定です。

古河市こども計画策定に向けた意見聴取

こどもの権利に関する勉強会


